
所得税及び所得税基本通達における「取得費」及び「譲渡費用」に関する定め 

 

 

現行の所得税及び所得税基本通達における「取得費」及び「譲渡費用」に関する定めは

以下の通りである。 

 

○所得税法（昭和四十年三月三十一日法律第三十三号）（抄） 

（譲渡所得）  
第三十三条 譲渡所得とは、資産の譲渡（建物又は構築物の所有を目的とする地上権又は賃借権の設定

その他契約により他人に土地を長期間使用させる行為で政令で定めるものを含む。以下この条におい

て同じ。）による所得をいう。  
２ 略 
３ 譲渡所得の金額は、次の各号に掲げる所得につき、それぞれその年中の当該所得に係る総収入金額

から当該所得の基因となつた資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額を控除し、

その残額の合計額（当該各号のうちいずれかの号に掲げる所得に係る総収入金額が当該所得の基因と

なつた資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額に満たない場合には、その不足額

に相当する金額を他の号に掲げる所得に係る残額から控除した金額。以下この条において「譲渡益」

という。）から譲渡所得の特別控除額を控除した金額とする。  
一 資産の譲渡（前項の規定に該当するものを除く。次号において同じ。）でその資産の取得の日以

後五年以内にされたものによる所得（政令で定めるものを除く。）  
二 資産の譲渡による所得で前号に掲げる所得以外のもの  

４・５ 略 
 
（譲渡所得の金額の計算上控除する取得費）  
第三十八条 譲渡所得の金額の計算上控除する資産の取得費は、別段の定めがあるものを除き、その資

産の取得に要した金額並びに設備費及び改良費の額の合計額とする。  
２ 略 

 
 

○所得税法基本通達 （抄） 

（譲渡費用の範囲） 
33－7 法第 33 条第 3 項に規定する「資産の譲渡に要した費用」（以下 33－11 までにおいて「譲渡費

用」という。）とは、資産の譲渡に係る次に掲げる費用（取得費とされるものを除く。）をいう。 
（1） 資産の譲渡に際して支出した仲介手数料、運搬費、登記若しくは登録に要する費用その他当該譲

渡のために直接要した費用 
（2）(1)に掲げる費用のほか、借家人等を立ち退かせるための立退料、土地（借地権を含む。以下 33－

8 までにおいて同じ。）を譲渡するためその土地の上にある建物等の取壊しに要した費用、既に売買

契約を締結している資産を更に有利な条件で他に譲渡するため当該契約を解除したことに伴い支

出する違約金その他当該資産の譲渡価額を増加させるため当該譲渡に際して支出した費用 
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（注） 譲渡資産の修繕費、固定資産税その他その資産の維持又は管理に要した費用は、譲渡費用に

含まれないことに留意する。 
 
 

（土地についてした防壁、石垣積み等の費用） 
38－10 埋立て、土盛り、地ならし、切土、防壁工事その他土地の造成又は改良のために要した費用の

額はその土地の取得費に算入するのであるが、土地についてした防壁、石垣積み等であっても、その

規模、構造等からみて土地と区分して構築物とすることが適当と認められるものの費用の額は、土地

の取得費に算入しないで、構築物の取得費とすることができる。 
 上水道又は下水道の工事に要した費用の額についても、同様とする。（昭 56 直資 3－2、直所 3－3、

平元直所 3－14、直法 6－9、直資 3－8 改正） 
 
(注) 
1 専ら建物、構築物等の建設のために行う地質調査、地盤強化、地盛り、特殊な切土等土地の改良

のためのものでない工事に要した費用の額は、当該建物、構築物等の取得費に算入する。 
2 土地の測量費は、各種所得の金額の計算上必要経費に算入されたものを除き、土地の取得費に算

入する。 
 


